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1　はじめに

　大分県では、「安心・活力・発展」を基本理念と

する県政運営の中で環境分野の部門計画である「第

3 次大分県環境基本計画」を平成 28 年 3 月に策定

（令和 2 年 3 月に改訂）し、「天然自然が輝く　恵み

豊かで美しく快適なおおいた」を目指し、様々な施

策に取り組んでいます。

　また、平成 17 年度に産業廃棄物の排出抑制等を

目的とした産業廃棄物税を導入するとともに、「大

分県産業廃棄物の適正な処理に関する条例」（以下

「適正化条例」という。）を制定し、産業廃棄物の排

出抑制や適正処理対策を強化しています。

2　第 5 次大分県廃棄物処理計画について

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく計画

及び第 3 次大分県環境基本計画の具体的な施策を示

した個別計画として、令和 3 年 3 月に「第 5 次大分

県廃棄物処理計画」を策定しました。本計画には、

近年の新たな課題であるプラスチックごみ対策、デ

ジタル化による適正処理の推進など大分県内におけ

る廃棄物の適正処理及び循環型社会の実現に向けた

取組を推進するための基本的な方針、施策を示して

います。

  図 1  　廃棄物処理計画の位置付け
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（1）　大分県の産業廃棄物の処理・処分状況

　令和元年度の産業廃棄物の処理・処分のフローは、

図 2 に示すとおりです。

　近年、県内から発生する産業廃棄物の最終処分率

がほぼ横ばいで推移しています。

　また、令和元年度に県内で最終処分された量のう

ち、重量ベースで約 4 分の 3（73.9％）を県外から

搬入された産業廃棄物が占めている状況となってお
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  図 2  　産業廃棄物の処理・処分フロー（令和元年度）
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（単位：t／年）

※《　》：排出量に対する割合 注）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。
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り、適正処理の確保、生活環境の保全に努めるとと

もに、より一層の排出抑制や減量化・再資源化を推

進していく必要があります。

（2）�　産業廃棄物の減量及び適正処理に向けた主な

施策

　県内の産業廃棄物の処理・処分の状況等を踏まえ、

①排出抑制、循環的利用の推進、②安全・安心な適

正処理の推進、③情報公開、相互理解の増進という

3 つの施策方針を定め、具体的な取組を行っていま

す。

3　具体的な施策等について

（1）　電子マニフェスト導入事業費補助制度について

　令和 3 年 4 月から電子マニフェストを初めて導入

する排出事業者及び産業廃棄物処理業者を対象とし

た電子マニフェストの導入事業費補助金制度を設け

ています。この制度は、電子マニフェストの基本料

だけではなく、電子マニフェストを利用するために

使用する電子機器等も補助対象としています。

　また、平成 27 年度から電子マニフェスト操作セ

ミナーを実施し、電子マニフェスト制度について周

知を行っています。

（2）　適正化条例施行規則の改正について

　本県では、県外から大分県内の産業廃棄物処理業

者へ産業廃棄物を持ち込む場合は、適正化条例に基

づき事前協議制度を設けています。今回、産業廃棄

物の再資源化を促進し、不適正処理を防止するため、

令和 3 年 4 月 1 日付けで適正化条例施行規則を改正

し、県外産業廃棄物搬入事前協議の手続きを変更し

ました。

①　事前協議制度の一部緩和について

　国、大分県・大分市の優良認定をもった産業廃棄

物処理業者が設置した減量リサイクル率 80％ 以上

の産業廃棄物処理施設等に産業廃棄物を持ち込む場

合、搬入しようとする日の 10 日前までに県外産業

廃棄物搬入届出書を提出し、搬入後、実績報告を行

うことで手続きが完了することとしました。

②　不適正な搬入に対する搬入停止措置について

　これまで、事前協議の内容と異なる県外産業廃棄

物の搬入があった場合は、直ちに改善させ、適正に

処理されたことを確認した後、搬入を再開すること

が可能でした。

今回、事前協議の内容と異なる県外産業廃棄物の搬

入があった場合は、一定の期間、県外産業廃棄物の

搬入を停止できるよう、協定書の内容を改定し、不

適正な搬入防止対策を強化しました。

  図 3  　電子マニフェスト導入チラシ
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